
 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-------------------------------------------------------------------------------------- 

新入社員が辞める理由は？～連合「入社

前後のトラブルに関する調査 2022」より 

 

◇５月は新入社員の退職が増える時期 

５月は、ゴールデンウイーク後に「五月病」と

呼ばれるように、気分が晴れない症状が出る人

が増え、新入社員の退職などもみられる時期で

す。 

新しい環境に飛び込み、張り詰めた気持ちで

過ごしていた新入社員の緊張の糸が切れ、会社

に不満を持ち始める時期でもあります。 

 

◇「３年以内に３割離職」の現実 

日本労働組合総連合会が実施した「入社前

後のトラブルに関する調査 2022」（調査期間：

2022 年２月 28 日～３月２日、大学卒業後に新

卒で正社員として就職した全国の入社２～５年

目の男女 1,000 名の有効サンプルを集計）によ

れば、新卒入社した会社を「離職した（半年以

内）」は 7.7％、「離職した（半年を超え、１年以

内）」は 6.2％、「離職した（１年を超え、２年以

内）」は 10.4％、「離職した（２年を超え、３年以

内）」は 5.2％、「離職した（３年を超えてから）」は

3.7％となっており、よく言われる「３年以内に３割

離職」という状況がここでもみられます。 

 

◇新入社員が辞めた理由は？ 

本調査で会社を辞めた理由を聞いたところ、

「仕事が自分に合わない」（40.1％）が最も高く

なっています。次いで、「労働時間・休日・休暇の

条件がよくなかった」（31.0％）、「賃金の条件が

よくなかった」（27.4％）と続き、待遇よりも仕事の

ミスマッチを挙げる人の割合が多い結果となって

います。また、新入社員研修や先輩・上司から

の指導・アドバイスがなかった人では、『離職した

（計）』の割合は 41.9％と、指導・アドバイスが

あった人（30.9％）と比べて 11.0 ポイント高くなっ

ており、周囲の支援による差は大きいことがわ

かります。 

苦労して採用した社員の離職は避けたいもの

です。新入社員を抱える職場では、周囲の配慮

も必要になってくるでしょう。 

 

【日本労働組合総連合会 「入社前後のトラブルに

関する調査 2022」】 

https://www.jtuc-

rengo.or.jp/info/chousa/data/20220428.pdf
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人材開発支援助成金「人への投資促進

コース」新設 

 

◇国民からのアイディアを募集 

 令和４年４月から、人材開発支援助成金の各

コースで要件や助成額等が変更され、新たに

「人への投資促進コース」が創設されました。こ

のコースは、「コロナ克服・新時代開拓のための

経済対策」（令和３年 11 月 19 日閣議決定）にお

いて、岸田首相が「人への投資を抜本的に強化

するため、３年間で、4,000 億円の施策パッケー

ジを提供すること」「デジタルなど成長分野への

労働移動の円滑化や、人材育成を強力に推進

すること」を掲げ、国民からのアイディアを募集し

て創設されたものです。 

 

◇５つの訓練メニュー 

 「人への投資促進コース」は、国民から寄せら
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れた「企業の従業員教育、学び直しへの支援」

や「デジタル人材などの育成強化」などの提案を

もとに、以下の５つの訓練メニューに分かれてい

ます。 

・高度デジタル人材訓練／成長分野等人材訓

練 

高度デジタル訓練（ＩＴスキル標準（ＩＴＳＳ）レ

ベル３または４）、大学院（海外も含む）での訓

練を行う事業主が助成対象 

・情報技術分野認定実習併用職業訓練 

  ＩＴ分野未経験者に対するＯＦＦ－ＪＴとＯＪＴ

の組み合わせ型の訓練を行う事業主が助成

対象 

・長期教育訓練休暇等制度 

  教育訓練休暇制度（30 日以上の連続休暇取

得）や教育訓練短時間勤務等制度（30 回以

上の労働時間の短縮および所定外労働時間

の免除）を導入し、労働者の自発的な職業能

力開発を促進した場合に助成を拡充 

・自発的職業能力開発訓練 

  自発的職業能力開発経費負担制度を定める

とともに、その制度に基づき、被保険者に対し

て経費を負担する事業主が助成対象 

・定額制訓練 

  労働者の多様な訓練の選択・実施を可能す

る定額受け放題研修サービス（サブスクリプ

ション)を行う事業主が助成対象 

 各訓練に関する対象の詳細や支給要件、助成

率・助成額、申請書類等については、厚生労働

省のパンフレットを参照にしてください。 

 

【厚生労働省「令和 4 年度版パンフレット（人への

投資促進コース）詳細版」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/0

00922575.pdf 

 
在宅勤務の満足度８割超で過去最高に～

日本生産性本部「第９回働く人の意識調

査」から 

 

公益財団法人日本生産性本部が４月 22 日、

「第９回 働く人の意識調査」の結果を取りまと

め、公表しました。調査は、コロナ禍が組織で働

く人の意識に及ぼす影響の継続調査として、

2020 年５月以降、四半期ごとに実施しているも

のです。今回は、４月 11、12 日に、日本の企

業・団体に勤務する 1,100 人を対象にインター

ネットによるアンケート形式で実施しました。 
 
◇テレワーク実施率は約２割で推移、在宅勤務

の満足度は８割超えで過去最高 
テレワーク実施率は 20.0％と前回調査の

18.5％から微増しています。在宅勤務の効率に

ついて「効率が上がった」「やや上がった」の合

計は、60.4％。在宅勤務に「満足している」「どち

らかと言えば満足している」の合計は 84.4％と

過去最多となりました。 
また、「コロナ禍収束後もテレワークを行いた

いか」との質問では「そう思う」「どちらかと言えば

そう思う」の合計が 71.8％でした。 
 
◇景況感は、現在の景気・今後の景気見通しと

もに悲観的な見方が増加 
 現在の景気について悲観的な見方（「悪い」

「やや悪い」の合計）は、67.6％で、前回の

66.4％より微増しています。今後の景気見通しに

ついても、悲観的な見通しが 51.4％と 2 回連続

で増加しています。 
 
◇職場における生産性向上の取組みは、企業

規模やテレワークの有無で実施率に差 
 職場での生産性向上への取組みについては、

「業務の進め方の効率化」が 52.0％と最多で、

次いで「情報共有の推進」（51.8％）「コストの削

減」（46.1％）「業務の改廃」（43.6％）と続いてい

ます。従業員規模別では、100 人以下の中小企

業と 1,001 人以上の大企業とでは、「業務の進

め方の効率化」で 20 ポイント以上の差が見ら

れるほか、その他の取組みでも企業規模による

差が見られました。 
 
【日本生産性本部「第９回 働く人の意識調

査」】 
https://www.jpc-
net.jp/research/detail/005805.html 
 


